
大学キャンパスを活用した3E+S拠点構想

～環境と経済の好循環による、CO2価値、経済価値、地域価値の創出～
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本資料は「京都大学における情報セキュリティの基本方針」
に基づき、機密性2情報（一般に公表することを前提として
いない情報）として扱われます。
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本協議会に至るこれまでの経緯
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二酸化炭素排出
抑制対策事業費
等補助金
【環境省】

バーチャルパワープラント構築実証
費補助金【経産省】

 太陽光パネル候補地の選定

 加速器や発電機による需要変動調査

再生可能エネルギーアグリゲーショ
ン実証費補助金【経産省】

 空調や行動変容による調整力の定量

スマートキャンパス京都モデル構築推進事業
【京都市】

京都スマート電力シス
テム構築推進事業
【京都市】

 市内大学キャンパスへの蓄電池導入推進  京都市電力網の調整力確保

環境賦課金制度 POST環境賦課金制度
（検討中、2023.11時点）

ゼロ宣言
（京都市）

脱炭素先行地域
に京都市が選定
（環境省）

大学等コアリッション
（文科省）

CO2 46%減
(日本政府)

 エネルギー消費量の削減、サステイナブルシンポジウム等の開催

競
争
的
資
金

学

内

 より合理的なエネルギー消費量の削減、再エネ等の普及

グリーン成長戦
略（日本政府）

スマートキャンパス計画環境計画

第6次エネル
ギー基本計画
（経産省）
GX実行会議
（首相官邸）

エネルギー価格の高騰

エネルギー管理部門の新設



伏見工業高校跡地、南部配水管理課用地の活用（脱炭素先行地域）

18%

38%

引用：京都市広報資料（https://www.city.kyoto.lg.jp/kankyo/page/0000317966.html）

自家消費
地産地消



広島大学・東広島市 Town and Gown構想

18%

38%

引用：住友商事広報資料（https://www.sumitomocorp.com/ja/jp/news/topics/2023/group/20230531_3）

□オンサイト太陽光PPA事業により、東広島キャンパスの約16%（発電容量5MW）を再エネ
化



本学における太陽光パネルの設置

18%
年間総消費量 約 220,000 MWすべて
を太陽光発電施設で賄うためには、
約 2,000,000 m2が必要。

再生可能エネルギー設備を導入しても、
大学の需要量とそこからの供給量に大幅
な乖離がある。これによるCO2価値の獲
得も、需要量に対して小さい。

• 木津農場の太陽光施設
• 舞鶴水産実験所の太陽光施設
• 犬山研究センターの太陽光施設 など

遠隔地・遊休地を活用した、再生可能エネ
ルギー設備の導入は、CO2価値やインセン
ティブを獲得できる可能性が高い。



九州エリアの太陽光導入量の推移

18%

38%

 九州は日照条件が良いことから、太陽光発電の導入が他エリアに比べて進んでいる。
 九州エリアの太陽光発電の導入量は、1,000万kWを超える規模となり、春や秋の休日や
ゴールデンウィークなどの昼間に、太陽光からの発電量が需要を上回る。

 再エネを増やし、電力を安定供給するためには、出力制御が不可欠となっている。



大学キャンパスを活用した3E+S拠点

Energy Security（エネルギーの安定供給）

A)需要側の電気使用状況と、再エネからの発電量
を計測・予測し、調整力リソースを最適運用する

供給（発電）

京都市グリッド

需要（消費）

京都大学グリッド

近隣グリッド

Environment（環境への適合）

D)徹底した省エネ
E)電力契約を通じ、再エネ電源からの

CO2価値の取得

Safety（安全性）

F)停電時の近隣への融通
G)防災拠点における安全文化の涵養

Economic Efficiency（経済効率性）

B)電力の調達量を最適化する
C)調整力対価を用いて、次の再エネ
設備導入に投資する



地域の再エネを活用した地産地消の分散型エネルギーシステム



サステイナブルキャンパス推進協議会（CAS-Net JAPAN）

名称 一般社団法人 サステイナブルキャンパス推進協議会
目的 大学キャンパスにおいて、省エネルギー、CO2削減、交通計画、廃棄物対策等

のハード面の環境配慮活動を更に促進するとともに、環境教育・研究、地域連
携、食の課題、運営手法等のソフト面の取組も同時に実施するサステイナブル
キャンパスの取組を推進し加速させ、かつ諸外国の先進的なネットワークとも
連携し、我が国における持続可能な環境配慮型社会の構築に貢献すること

設立 2014年3月26日
会員数 法人会員28法人、法人賛助会員3法人、個人会員18名、個人賛助会員3名
取組内容 ■ サステイナブルキャンパス評価システム（ASSC）

■ サステイナブルキャンパス賞表彰制度
■ 海外ネットワーク構築
■ 広報活動（総会、年次大会）

参考web http://casnet-japan.org/

http://casnet-japan.org/


⃞ 2024年次大会（第12回）は京都大学において、開催予定（2024年下期）です。本学としては
「2050ゼロカーボン」や「大学キャンパス」をキーワードとしてテーマを設定し、京都市及
び協議会と共催で年次大会を開催できないか検討をしております。

CAS-Net JAPAN 2024年次大会について
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